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市の人事行政の運営等の状況 
 

人事行政の公平性と透明性を高めることを目的に、市の職員数や職員の給与など、人事行政の

運営等の状況をお知らせします。 

なお、給与等の詳細については、市ホームページ(給与情報等の公表)に掲載しています。 

 

１ 職員の任免と職員数に関する状況 
①所属別職員数の状況と主な増減理由                                （各年 4 月 1 日現在：人） 

区   分 
職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成 29 年 平成 30 年 

宇 
 

部 
 

市 

市長部局 894 (34) 896 (40) 2 (6) 業務体制の充実 

議会事務局 9  9     

選挙管理委員会 6  5  △1  業務体制の見直し 

監査委員事務局 7  7     

農業委員会 6  6     

教育委員会 90 (9) 81 (11) △9 (2) 退職者不補充と業務体制の見直し 

小    計 1,012 (43) 1,004 (51) △8 (8)  

上下水道局 199 (10) 197 (6) △2 (△4) 退職者不補充 

交 通 局 44  43  △1  退職者不補充 

合    計 1,255 (53) 1,244 (57) △11 (4)  

（注１）職員数：一般職に属する職員数（派遣職員、再任用職員・任期付職員（フルタイム）は含み、臨時職員、嘱託職員

は除く。） 

（注２）（ ）内：再任用短時間勤務職員の職員数（外数） 

（注３）再任用職員については、１②（ウ）再任用の項を参照 

（注４）任期付職員については、１②（エ）任期付の項を参照 

 

『参考 1』 臨時職員及び嘱託職員の職員数                              （各年 4 月 1 日現在：人） 

区  分 平成 29 年 平成 30 年 
対前年 

増減数 
主な増減理由 

臨時職員 107 102 △5 生活指導員の減 

嘱託職員 499 520 21 部活動指導員の配置、外国語指導助手の増 

（注）非常勤を含み、公営企業は除く。 

 

『参考 2』 障害者雇用率の推移 （各年 6 月 1 日現在） 

区  分 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

宇部市 2.79% 2.94% 3.01% 

法定雇用率 2.3% 2.3% 2.5% 

（注）法定雇用率：「障害者の雇用の促進等に関する法律」によって雇用しなければならない障害者の割合 
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②採用と退職の状況 

（ア）平成 29 年度採用試験の実施状況                              （人） 

区  分 試験区分等 職          種 受験者数 採用者数 

宇部市 

社 会 人 経 験 者 

（Ｕ Ｉ Ｊ） 

行 政 21 6 

土 木 1 0 

上 級 

行 政 92 7 

土 木 1 0 

建 築 3 1 

中 級 
保 育 士 26 9 

学 校 給 食 栄 養 9 1 

中 級 

（Ｕ Ｉ Ｊ） 
保 育 士 2 2 

初 級 行 政 33 3 

身 体 障 害 者 行 政 0 0 

割 愛 行 政 － 1 

交通局 職 員 登 用 運 転 士 12 3 

（注１）ＵＩＪ：県外在住者を対象とし、採用後は原則本市に居住することを条件とするもの 

（注 2）割愛：公務員が、他の自治体等へ身分を移すこと。 

 

（イ）採用者数と退職者数等                                        （人） 

区  分 
採用者数 

（H30.4.1 付） 

退職者数 

（H29.4.1～H30.3.31） 

再任用（フルタイム） 

増減 
増減 

宇部市 30 32 △7 △9 

上下水道局 0 1 0 △1 

交通局 3 5 1 △1 

（注）再任用（フルタイム）増減：H29.4.1 と H30.4.1 現在の数の比較 

 

(ウ) 再任用                                                                   （人） 

区 分 

H29.4.1 H30.4.1 増減 

  
フ ル 

タイム 
短時間   

フ ル 

タイム 
短時間   

フ ル 

タイム 
短時間 

宇部市 56 13 43 57 6 51 1 △7 8 

上下水道局 10 0 10 6 0 6 △4 0 △4 

交通局 1 1 0 2 2 0 1 1 0 

（注１）再任用職員：定年退職後の職員のうち、その知識や経験を活用することが公務の能率的運営に資すると 

認められる者について、１年間の任用を行うもの（最長５年間） 

（注２）フルタイム：一般職員と同様の勤務形態  短時間：一般職員より短い勤務時間の勤務形態 
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(エ) 任期付                                                                   （人） 

区 分 

H29.4.1 H30.4.1 増減 

  
フ ル 

タイム 
短時間   

フ ル 

タイム 
短時間   

フ ル 

タイム 
短時間 

宇部市 11 11 0 5 5 0 △6 △6 0 

上下水道局 2 2 0 2 2 0 0 0 0 

（注１）任期付職員：時限的な業務等に対応するため、予め任期を定めて採用するもの 

（注２）フルタイム：一般職員と同様の勤務形態  短時間：一般職員より短い勤務時間の勤務形態 

（注３）交通局は採用実績なし 

 

 

２ 職員の給与の状況 
①特別職の報酬などの状況                  （平成 30 年 4 月 1 日現在） 

区 分 給料月額等 期末手当支給割合 

市 長 792,000 円（940,000 円） 6 月期    2.125 月分   

12 月期    2.275 月分  

計      4.4 月分     副市長 675,750 円（755,000 円） 

議 長 551,000 円 
6 月期    1.575 月分 

12 月期    1.725 月分 

計      3.3 月分 

副議長 498,000 円 

議 員 470,000 円 

（注１）市長及び副市長の給料月額：平成 22 年 1 月から実施している自主減額（市長は 990,000 円から 20％、 

副市長は 795,000 円から 15％）後の額 

（注２）（ ）内の額：条例上の給料月額 

 

②人件費と職員給与費の状況 

（ア）人件費の状況（平成 29 年度普通会計決算見込み） 

区   分 
住民基本台帳 

人口（年度末） 

歳出額 

（Ａ） 

人件費 

（Ｂ） 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

 宇部市 166,023 人 65,203,509 千円 8,736,243 千円 13.4％ 

（注）人件費には、一般職の給料、諸手当並びに特別職の給料、報酬を含む。 

 

（イ）職員給与費の状況(平成 29 年度全会計決算見込み) 

区  分 
職員数 

（Ａ） 

給    与    費 1 人当たり 

給与費 

（Ｂ／Ａ） 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計(Ｂ) 

宇部市 1,048人 4,058,278 千円 795,097 千円 1,608,207 千円 6,461,582 千円 6,166 千円 

（注１）職員数：平成 29 年 4 月 1 日現在（再任用短時間勤務職員は含み、特別職、宇部・阿知須公共下水道組合への派遣

職員、公営企業は除く。） 

（注２）職員手当には、児童手当及び退職手当を含まない。 
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『参考』 人件費率及び 1 人当たり給与費の推移 

 
 

③職員の平均給料・給与月額と平均年齢の状況  （平成 30 年 4 月 1 日現在） 

◎平成 20 年 4 月から給料月額の減額を継続 

平成 29 年 4 月からは給料月額の 0.87％～2.9％を減額       （交通局、上下水道局の 

一部職員及び再任用職員を除く。） 

区  分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 減額総計（年間） 

宇部市 
328,679 円 

（332,462 円） 

398,380 円 

（402,163 円） 
44 歳 8 月 47,899 千円 

上下水道局 
342,093 円 

（343,509 円） 

398,245 円 

（399,660 円） 
46 歳 11 月 3,448 千円 

交通局 322,309 円 398,717 円 52 歳 10 月 － 

（注１）平均給料月額：平成 30 年 4 月 1 日現在の職員の基本給の平均 

（注２）平均給与月額：基本給と扶養手当などの諸手当の合計額の平均 

（注３）（ ）内：減額前の額 

 

④級別職員数の状況 （平成 30 年 4 月 1 日現在） 

 

 

 

 
（注）再任用短時間勤務職員と派遣職員を含む。 

 

1 級（係員） 

34 人（3.2％） 

2 級（係員） 

54 人（5.1％） 

3 級（係員） 

139 人（13.2％） 

4 級（係長・主任） 

456 人（43.2％） 

6 級（課長補佐） 

97 人（9.2％） 

7 級（次長・課長） 

110 人（10.4％） 

8 級（部長） 

16 人（1.5％） 

5 級（係長・主務主任） 

149 人（14.1％） 
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『参考』 職員の初任給と経験年数別・学歴別の給料月額の状況【モデル給】（平成 30 年 4 月 1 日現在：一般行政職） 

区 分 採 用 
給料月額 

初任給 経験年数 2 年 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

宇部市 
大学卒 185,800 円 199,700 円 269,600 円 309,700 円 347,800 円 

高校卒 151,500 円 162,700 円 220,600 円 269,600 円 309,700 円 

国 
大学卒 179,200 円  

高校卒 147,100 円 
（注）各経験年数別の給料月額：良好に勤務した場合の標準の額（減額前） 

 

⑤職員手当の状況 （平成 30 年 4 月 1 日現在） 

区 分 宇部市 国 

期
末
・
勤
勉
手
当 

 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

6 月期 1.225 月分 0.9 月分 

同 左 12 月期 1.375 月分 0.9 月分 

計 2.60 月分  1.8 月分 

退職手当 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

 

支
給
率 

勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月

分 
同 左 

勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年 39.7575 月分 47.709 月分 

最高限度 47.709 月分 47.709 月分 

調
整
額 

区 分 

金 額 

最高支給月数 

2 区分 

32,500 円・43,350 円 

60.00 月分 

8 区分 

21,700 円～70,400 円 

同 左 

時間外手当平均年額 320 千円/人 － 

特
殊
勤
務
手
当 

平均年額 

支給職員割合 

主な業務名 

 

20,626 円/人 

19.37％ 

税務業務、衛生業務、 

清掃業務、福祉業務等 14 種 

－ 

扶
養
手
当 

配偶者 

子 

父母等 

10,000 円/月 

8,000 円/月 

6,500 円/月 

6,500 円/月 

10,000 円/月 

 6,500 円/月 

住
居
手
当 

借 家 

【最高限度額】 

(家賃-16,500 円)/2+12,000 円 

【28,000 円/月】 

(家賃-23,000 円)/2+11,000 円 

【27,000 円/月】 

持 家 なし 同 左 

通
勤
手
当 

交通機関 

【最高限度額】 

55,000 円まで全額 

【55,000 円】 

同 左 

同 左 

自家用車等 

 

距離区分により 

2,000 円/月～22,100 円/月 

距離区分により 

2,000 円/月～31,600 円/月 

管理職手当 

1.部長職    給料月額の16％ 

2.次長職    給料月額の13％ 

3.課長職    給料月額の12％ 

4.課長補佐職 給料月額の 9％ 

官職の区分、俸給表の別及び

職務の級別の定額制 

(行政職俸給表(一)適用の場合) 

46,300 円～139,300 円 

（注）時間外手当、特殊勤務手当：平成 29 年度実績（公営企業除く。） 
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
①一般職員の勤務時間の状況と有給休暇の取得日数 

週 の勤 務 時 間 4 週間を超えない期間につき 1 週間当たり 38 時間 45 分 

1 日の勤務時間 8 時 30 分～17 時 15 分 

休 憩 時 間 12 時～13 時 

週 休 日 土曜日及び日曜日 

休 日 国民の祝日に関する法律に規定する休日、年末年始（12 月 29 日～1 月 3 日） 

有 給 休 暇 の 

平 均 取 得 日 数 
10 日 

（注）勤務部署によっては、勤務時間の開始時刻・終了時刻、休憩時間、週休日等が異なる 

 

②育児休業及び介護休暇の取得状況 

区 分 
育児休業 介護休暇 

男性 女性 男性 女性 

宇部市 － 10 人 － － 

（注）平成 29 年度中に新たに取得した職員数 

 

 

４ 職員の人事評価の状況 
区 分 内    容 対象職員等 

能力評価 
職員の保有する知識や判断力等、様々な能

力や勤務態度等を評価 
非現業職員：平成 21 年度から実施 

現業職員：平成 26 年度から実施 

実績評価 
設定した目標に対する実績（達成度）を評価

し、その結果を勤勉手当の成績率に反映 

課長級以上の職員：平成 22 年度から実施 

課長補佐級以下の職員：平成 28 年度から

実施 

（注）勤勉手当の成績率への反映は課長級以上の職員 

 

 

５ 職員の分限と懲戒処分の状況 

分限処分者数と懲戒処分者数 （平成 29 年度） 

区 分 
分限処分者 懲戒処分者 

免職 休職 降任 降給 計 免職 停職 減給 戒告 計 

 宇部市 - 20人 - - 20 人 - - 1 人 - 1 人 

（注１）分限処分：職員が病気などの理由によって、職責を十分に果たすことができない場合に行う処分 

（注２）懲戒処分：一定の義務違反に対する制裁として行い、公務における規律と秩序を維持することを目的として行われる

処分 

 

 

６ 職員の服務の状況 

営利企業等従事制限に係る許可の状況 （平成 29 年度） 

区 分 申請件数 承認件数 承認した主な事項 

 宇部市 1 件 1 件 消防団 
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７ 職員の退職管理の状況 
離職時に、管理又は監督の地位（課長職以上）にあった職員の営利企業等への再就職状況 

区  分 平成 29 年度退職者 
民間企業等 

（再就職の届があった者） 

宇部市 

部長職 7 0 

部次長職 2 0 

課長職 4 2 

計 13 2 

上下水道局 課長職以上 0 0 

交通局 課長職以上 0 0 

合計 13 2 

※離職時に管理又は監督の地位（課長職以上）にあった職員は、離職後 2 年間、営利企業等の地位についた場合は、     

届出を行うこととしています。 

（注）営利企業等の地位とは、常勤、非常勤の別、報酬の有無を問わず、役員をはじめとして、顧問、参与、嘱託のほか、 

アドバイザー等も含む当該営利企業等の全ての地位をいう（委託契約、業務契約含む。）。 

 

 

８ 職員の研修の状況 
研修開催状況 （平成 29 年度） 

区 分 内    容 実 績 

集合研修 
新規採用職員や新任課長職など階層別に実施した研修や、手話や財務

などの専門的な知識を深めるために実施した研修 

実施件数：31 件 

参加人数：642 人 

派遣研修 
山口県ひとづくり財団や全国市町村研修財団、総務省所管の自治大学

校等が実施した研修への参加や、他の自治体との人事交流を実施 

実施件数：83 件 

参加人数：275 人 

 

 

９ 職員の福祉と利益の保護の状況 
①安全衛生管理体制 （平成 29 年度の宇部市の状況） 

労働安全衛生法等の規定に基づいて安全衛生委員会（1 ヶ所）及び衛生委員会（2 ヶ所）を設置し、快適な作業環境の整

備や職員の安全と健康の確保などの労働安全衛生管理に努めています。また、産業医による定期的な健康相談及び職場

巡視、精神科医によるメンタルヘルス相談事業を実施しています。 

 

②公務災害などの発生状況 （平成 29 年度の宇部市の認定件数） 

16 件の災害が発生し、内訳は職務中の事故が 14 件、通勤途上の事故が 2 件となっています。 
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１０ その他市長が必要と認める事項 
定員適正化計画の達成状況 （各年度 4 月 1 日現在） 

 
 

 

区 分 
基準年度 計画期間内の状況 

削減数 達成率 
H26 年 H27 年 H28 年 H29 年 H30 年 

上下水道局 
計画 215 人 207 人 203 人 202 人 200 人 △15 人 

120.0% 
実績 214 人 204 人 199 人 199 人 197 人 △18 人 

 

（注１）宇部市消防は、平成 24 年 4 月 1 日から山陽小野田市との消防広域化のため計画から除く。 

（注２）派遣職員は含み、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員は除く。 

（注３）交通局は計画策定中 

 

１１ 勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立ての状況 
平成 29 年度は実績はありません。 

（人） 

削減目標 

▲37 人 

（基準年度） 

実績：▲34 人 

進捗率：91.9% 


